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１．厚生労働科学研究の概要 

１）研究費の目的 

厚生労働科学研究は、「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医療、

福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学的な推進を確保し、技術

水準の向上を図ること」を目的とし、独創的又は先駆的な研究や社会的要請の強い

諸問題に関する研究について、競争的な研究環境の形成を行いつつ、厚生労働科学

研究の振興を一層推進するものである。 

厚生労働科学研究は、研究から得られたエビデンスを施策に反映させるとともに、

施策の成果をエビデンスとして把握することによって、国民の健康・安全確保を推

進することを目指して実施されている。（図１参照） 

 

図１．厚生労働科学研究と施策の関連性 
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２）厚生労働科学研究の経緯 

厚生科学研究費補助金制度は昭和 26 年度に創設された。昭和 26 年度に厚生行政

科学研究費、昭和36年度に医療研究費、昭和59年度に対がん10ヵ年総合戦略経費、

昭和 62 年度エイズ調査研究費が開始され、平成 10 年度に厚生科学研究費補助金取

扱規程、取扱細則などの制度が整備され、平成 14 年度から厚生労働科学研究費補助

金に改称された。 

「日本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）、「健康・医療戦略」（同日関係

閣僚申合せ）において、「医療分野の研究開発の司令塔機能」として一元的な研究管

理の実務を担う新しい独立行政法人が設置されることとなった。このため、厚生労

働科学研究費の医療分野の研究開発関係の研究課題で、平成 26 年度から新規で開始

されるものについては、新しい独立行政法人に円滑に移管するために、委託事業（厚

生労働科学研究委託費、以下「委託費」とする）として実施された。なお、それ以

外の研究事業については、これまでと同様に厚生労働科学研究費補助金（以下「補

助金」とする）として実施された。 

平成 27 年度から医療分野の研究開発関係の研究課題は、新しい独立行政法人であ

る日本医療研究開発機構（AMED）に配分される医療研究開発推進事業費補助金（以

下「AMED 研究費」とする）として実施されている。 

平成 28 年度から、厚生労働科学研究費補助金の予算は、厚生労働科学研究の振興

を主な目的とする「厚生労働科学研究費補助金」と、保健衛生対策の推進を主な目

的とする「厚生労働行政推進調査事業費補助金」に分けて計上されることとなった

が、調査研究の推進は一体的に行われている。 

 

３）厚生労働科学研究の研究分野 

厚生労働科学研究の研究事業は、「Ⅰ．行政政策研究分野」、「Ⅱ．厚生科学基盤研

究分野」、「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」、「Ⅳ．健康安全確保総合研究分野」の４

分野に大別される。また、平成 23 年度から平成 25 年度まで、「Ⅴ．健康長寿社会実
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現のためのライフ・イノベーションプロジェクト」の分野が設定され、難病関係、

がん関係、肝炎関係、精神疾患関係、再生医療関係、早期･探索的臨床、国際水準臨

床の７つの研究及び試験分野で研究課題が実施された。なお、平成 28 年度より、「Ⅱ．

厚生科学基盤研究分野」の研究課題は全て AMED で実施されている。 

 

４）研究の課題設定と公募 

各研究事業で、国民の健康、福祉、労働面の課題を解決する目的志向型の研究課

題を設定し、国内の試験研究機関等（国公私立大学、国公立・民間研究機関等）に

属する研究者、又は法人を対象として、原則として公募により研究課題を採択した。 

 

５）予算額及び研究課題数の推移等（図２、図３） 

 平成 28 年度の補助金の予算額（推進事業費を含む）は 68.8 億円（うち、厚生労

働科学研究費補助金 43.9 億円、厚生労働行政推進調査事業費補助金 24.9 億円）、研

究課題数は 588 課題であった。なお AMED 研究費の予算額は 444.6 億円であった。前

年度と比較すると、補助金の予算額、研究課題数は若干減少していた。 

 

注）平成 24～26 年度は復興特別会計を含む。 
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注）平成 24～26 年度は復興特別会計を含む。 

 

６）各研究分野、各研究事業における予算額 

補助金の予算総額 68.8 億円（推進事業費を含む）のうち、各研究分野及び各研究

事業の予算額の占める割合は表１のとおりである。 

研究分野別にみると、行政政策研究分野が 10.3％、疾病・障害対策研究分野が

62.1％、健康安全確保総合研究分野が 27.6％であった。研究事業別にみると、難治

性疾患政策研究事業が 22.3％で最も大きく、次いでエイズ対策政策研究事業が

8.5％であった。 

昨年度と比較すると、行政政策研究分野、疾病・障害対策研究分野の割合が増加

し、健康安全確保総合研究分野の割合が減少していた。また厚生科学基盤研究分野

は全て AMED に移管された。研究事業別にみると、政策科学総合研究、難治性疾患政

策研究事業の割合が若干増加していた。 
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表１．厚生労働科学研究の補助金に占める各研究分野、各研究事業の予算額の割合 

研究分野・研究事業  

平成 28 年度 

（参考） 

平成 27 年度 

Ⅰ.行政政策研究分野 10.3% 7.6% 

政策科学総合研究（政策科学推進研究） 2.3% 4.3% 

政策科学総合研究（統計情報総合研究） 0.3% 

政策科学総合研究（臨床研究等ＩＣＴ基盤構築研究） 3.1% 

地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究 0.5% 0.5% 

厚生労働科学特別研究 4.1% 2.7% 

Ⅱ.厚生科学基盤研究分野 － 2.6% 

Ⅲ.疾病・障害対策研究分野 62.1% 58.5% 

成育疾患克服等次世代育成基盤研究（健やか次世代育成総合研究） 2.6% 2.5% 

がん対策推進総合研究 4.8% 4.4% 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究 6.7% 6.6% 

女性の健康の包括的支援政策研究 0.5% 0.3% 

難治性疾患政策研究 22.3% 20.8% 

免疫アレルギー疾患等政策研究  

免疫アレルギー疾患政策研究分野 

0.7% 

免疫アレルギー疾患等政策研究  

移植医療基盤整備研究分野 

0.7% 

慢性の痛み政策研究 0.7% 0.7% 

長寿科学政策研究 1.1% 1.1% 

認知症政策研究 0.7% 0.6% 

障害者政策総合研究 6.2% 6.0% 

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究 3.9% 4.4% 

エイズ対策政策研究 8.5% 7.6% 

肝炎等克服政策研究 2.7% 3.4% 

Ⅳ.健康安全確保総合研究分野 27.6% 31.3% 

地域医療基盤開発推進研究 4.0% 3.9% 

労働安全衛生総合研究 1.3% 1.2% 

食品の安全確保推進研究 7.1% 7.3% 

カネミ油症に関する研究 3.1% 4.6% 

医薬品・医療機器等ﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ政策研究 2.6% 2.8% 

化学物質リスク研究 5.4% 7.1% 

健康安全・危機管理対策総合研究 4.1% 4.2% 

全体 100.0% 100.0% 
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７）各研究課題における予算額 

研究課題の研究費の分布は図４のとおりである。3,000 千円未満が約 2割、5,000

千円未満が約 4割、10,000 千円未満が約 7割、20,000 千円未満が約 9 割であった。 
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研究事業別の１課題当たりの研究費は図５のとおりである。補助金全体の１課題

当たりの研究費は 11,096 千円であった。１課題当たりの研究費が最も大きい事業は

カネミ油症に関する研究事業で、以下、慢性の痛み政策研究事業、肝炎等克服政策

研究事業、エイズ対策政策研究事業、循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業、化学物質リスク研究事業の順であった。 
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図５．研究事業別の1課題当たり研究費

（単位：千円）

(209,713千円) 
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２．申請課題の評価 

１）公募課題の決定 

公募課題については、各研究事業の評価委員会において課題の検討を行い、その

意見をもとに、各研究事業を所管する部局の科学技術調整官が厚生科学課と調整の

上、課題の選定を行い、厚生科学審議会科学技術部会において審議、決定する。公

募課題の選定にあたっては、行政施策の科学的な推進、技術水準の向上のために必

要性の高いものについて検討することとしている。 

 

２）研究課題の評価 

厚生労働科学研究の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に係る指針」、「厚生

労働科学研究費実施要項」に基づいて行われる。 

研究の透明性の確保と活性化及び公正な執行を図ることを目的として、各研究事

業で事前評価委員会、中間・事後評価委員会を設置している（委員：10～15 名程度）。

なお評価委員名簿は、評価実施後にホームページ上で公開されている。 

提出された研究課題は、各研究事業の評価委員会において、専門的・学術的観点

と行政的観点から評価を行っている。評価方法は書面審査を基本としているが、各

評価委員会の判断によってヒアリングを実施する場合もある（図６参照）。 

 

３）評価の観点 

各研究事業の評価委員会において、次に掲げる観点から評点を行い、必要に応じ

てコメントを付記している。 

 

３－１）事前評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究の厚生労働科学分野における重要性 

 ②研究の厚生労働科学分野における発展性 

 ③研究の独創性・新規性 

 ④研究目標の実現性・効率性 
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 ⑤研究者の資質、施設の能力 

２．行政的観点からの評価 

 ①政策等への活用 

 ②行政的緊急性 

３．効率的・効果的な運営の確保の観点からの評価 

４．総合的に勘案すべき事項 

 ①研究の倫理性（倫理指針への適合等） 

②エフォート等 

 ③研究実績の少ない者（若手等）への配慮 

 ④研究の背景、目的、構想、研究体制及び展望等 

 

３－２）中間評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究計画の達成度 

 ②今後の研究計画の妥当性・効率性 

 ③研究継続能力 

２．行政的観点からの評価 

３．効率的・効果的な運営の確保の観点からの評価 

４．総合的に勘案すべき事項 

 ①研究の倫理性（倫理指針への適合等） 

 ②今後の展望等 

 

３－３）事後評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究目的の達成度（成果） 

 ②研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

 ③研究成果の発展性 

 ④研究内容の効率性 

２．行政的観点からの評価 

３．効率的・効果的な運営の確保の観点からの評価 
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４．国民への説明・普及の努力 

５．専門学術雑誌への発表、特許の出願状況等について 

６．今後の展望 

 

 

 

図６ 厚生労働科学研究の研究課題評価システム 
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３．その他の取組事項 

１）倫理指針等の遵守、利益相反の管理 

法律、各府省が定める省令及び倫理指針等に適合しているか、又は倫理審査

委員会の審査を受ける予定であるかを確認する等により、研究の倫理性を確保

している。また、研究の公正性、信頼性の確保の観点から、厚生労働科学研究

に関わる研究者の利益相反について、その透明性を確保して適切に管理するよ

う求めている。 

なお、医学研究に係る厚生労働省関連の指針については、ホームページで公

開している。 

 

２）研究課題の申請者への評価結果の通知（平成 10 年以降） 

 

３）若手研究者への配慮 

研究課題の評価にあたっては、これまで研究実績の少ない者（若手研究者

等）についても、研究内容や計画に重点を置いて的確に評価し、研究遂行能

力を勘案した上で、研究開発の機会が与えられるように配慮するよう指針で

定めている。一部の研究事業において若手研究者（当該年度 4 月 1 日現在で

満 39 歳以下（平成 21 年度公募以降））を対象とした枠を設定している。 

 

４）間接経費の計上 

  平成28年度に採択された課題に関する間接経費については、直接経費の30%

を限度に計上することができる。ただし、研究代表者が国立試験研究機関に

所属する場合は対象外となっている。平成 28 年度の間接経費の総額は 10.6

億円であった。 
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５）大学院博士課程学生への支援 

  研究者を対象とした制度であり、大学院生への支援措置はないが、実験補

助等に対する賃金を支払うことは可能としている。  
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４．申請と採択の状況 

新規課題では、申請 481 件に対して採択 250 件で、採択率 52.0％であった。継続

課題では、申請 338 件に対して採択 338 件で、採択率 100.0％であった。新規、継

続を合わせた全体では、申請819件に対して採択588件で、採択率71.8％であった。 

 

表２．平成 28 年度厚生労働科学研究の研究課題の申請・採択結果 

 

申請
件数

採択
件数

採択率
申請
件数

採択
件数

採択率
申請
件数

採択
件数

採択率

政策科学総合研究（政策科学推進研究） 18 10 55.6% 14 14 100.0% 32 24 75.0%

政策科学総合研究（統計情報総合研究） 17 5 29.4% 8 8 100.0% 25 13 52.0%

政策科学総合研究（臨床研究等ＩＣＴ基盤構築研究） 47 10 21.3% 4 4 100.0% 51 14 27.5%

地球規模保健課題解決推進のための行政施策に
関する研究

6 2 33.3% 6 6 100.0% 12 8 66.7%

厚生労働科学特別研究 38 38 100.0% 0 0 - 38 38 100.0%

成育疾患克服等次世代育成基盤研究
（健やか次世代育成総合研究）

14 7 50.0% 9 9 100.0% 23 16 69.6%

がん対策推進総合研究 2 2 100.0% 27 27 100.0% 29 29 100.0%

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究 25 10 40.0% 14 14 100.0% 39 24 61.5%

女性の健康の包括的支援政策研究 9 2 22.2% 1 1 100.0% 10 3 30.0%

難治性疾患政策研究 67 38 56.7% 86 86 100.0% 153 124 81.0%

免疫アレルギー疾患等政策研究
　免疫アレルギー疾患政策研究分野

3 3 100.0% 4 4 100.0% 7 7 100.0%

免疫アレルギー疾患等政策研究
　移植医療基盤整備研究分野

4 2 50.0% 5 5 100.0% 9 7 77.8%

慢性の痛み政策研究 0 0 - 1 1 100.0% 1 1 100.0%

長寿科学政策研究 9 3 33.3% 5 5 100.0% 14 8 57.1%

認知症政策研究 6 3 50.0% 3 3 100.0% 9 6 66.7%

障害者政策総合研究 34 21 61.8% 18 18 100.0% 52 39 75.0%

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究 18 8 44.4% 15 15 100.0% 33 23 69.7%

エイズ対策政策研究 7 3 42.9% 15 15 100.0% 22 18 81.8%

肝炎等克服政策研究 2 2 100.0% 5 5 100.0% 7 7 100.0%

地域医療基盤開発推進研究 76 39 51.3% 14 14 100.0% 90 53 58.9%

労働安全衛生総合研究 18 8 44.4% 6 6 100.0% 24 14 58.3%

食品の安全確保推進研究 18 11 61.1% 28 28 100.0% 46 39 84.8%

カネミ油症に関する研究 0 0 - 1 1 100.0% 1 1 100.0%

医薬品・医療機器等ﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ政策研究 8 6 75.0% 20 20 100.0% 28 26 92.9%

化学物質リスク研究 18 6 33.3% 18 18 100.0% 36 24 66.7%

健康安全・危機管理対策総合研究 17 11 64.7% 11 11 100.0% 28 22 78.6%

合　　　　　　計 481 250 52.0% 338 338 100.0% 819 588 71.8%

新規分 継続分 全体
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５．厚生労働科学研究の推進事業 

１）外国人研究者招聘事業 

 当該分野で優れた研究を行っている外国人研究者を招聘し、海外との研究協力を

推進している。 

 

２）外国への日本人研究者派遣事業 

 国内の若手日本人研究者を外国の研究機関及び大学等に派遣し、当該研究課題に

関する研究を実施することにより、わが国における当該研究の推進を図っている。 

 

３）リサーチレジデント事業（若手研究者育成活用事業） 

 研究代表者又は研究分担者の所属する研究機関に当該研究課題に関する研究に専

従する若手研究者を一定期間（原則 1 年、最長 3 年まで延長）派遣し、当該研究の

推進を図っている。将来のわが国の研究の中核となる人材を育成するための事業と

して位置づけられている。 

 

４）その他 

 研究成果発表会やパンフレット作成等の普及啓発を行い、各研究事業の研究成果

の普及を促進している。 
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６．公表に関する取組 

１）研究事業に関連する情報の公表 

厚生労働省ホームページ上で、次の事項を公開している。 

・事業概要、公募要項、評価指針 

・評価委員会委員名簿 

・採択された研究課題名、研究代表者名、交付金額 

 

２）研究成果の公表 

国立保健医療科学院ホームページ上で、研究課題名、研究者名、研究成果（研究

報告書本文等）を含む、検索可能な「厚生労働科学研究成果データベース」を公開

しており、毎月約 2万件程度のアクセスがある（図７）。 

 

図７.厚生労働科学研究成果データベース 

  

厚生労働科学研究成果データベースＨＰ：http://mhlw-grants.niph.go.jp/ 
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参考表１．平成 28 年度厚生労働科学研究の申請・採択結果一覧表 

 

 

 

 

 

  

件数
金額

（千円）
件数

金額
（千円）

件数
金額

（千円）
件数

金額
（千円）

件数
金額

（千円）
件数

金額
（千円）

1課題あたり
の平均額
（千円）

政策科学総合研究（政策科学推進研究） 18 112,995 14 66,222 32 179,217 10 94,103 14 60,562 24 154,665 6,444

政策科学総合研究（統計情報総合研究） 17 32,820 8 15,130 25 47,950 5 9,400 8 12,485 13 21,885 1,683

政策科学総合研究
（臨床研究等ＩＣＴ基盤構築研究）

47 685,088 4 105,696 51 790,784 10 120,208 4 87,000 14 207,208 14,801

地球規模保健課題解決推進のための
行政施策に関する研究

6 30,715 6 26,548 12 57,263 2 12,683 6 19,108 8 31,791 3,974

厚生労働科学特別研究 38 293,159 0 0 38 293,159 38 258,890 0 0 38 258,890 6,813

成育疾患克服等次世代育成基盤研究
（健やか次世代育成総合研究）

14 128,007 9 84,215 23 212,222 7 91,725 9 94,097 16 185,822 11,614

がん対策推進総合研究 2 19,500 27 432,264 29 451,764 2 17,500 27 291,210 29 308,710 10,645

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究 25 313,977 14 339,344 39 653,321 10 120,717 14 323,659 24 444,376 18,516

女性の健康の包括的支援政策研究 9 43,457 1 20,000 10 63,457 2 11,000 1 20,000 3 31,000 10,333

難治性疾患政策研究 67 559,564 86 1,649,799 153 2,209,363 38 282,889 86 1,167,238 124 1,450,127 11,695

免疫アレルギー疾患等政策研究
　免疫アレルギー疾患政策研究分野

3 25,580 4 21,685 7 47,265 3 24,740 4 21,685 7 46,425 6,632

免疫アレルギー疾患等政策研究
　移植医療基盤整備研究分野

4 21,529 5 35,150 9 56,679 2 20,863 5 24,545 7 45,408 6,487

慢性の痛み政策研究 0 0 1 50,000 1 50,000 0 0 1 50,000 1 50,000 50,000

長寿科学政策研究 9 71,748 5 47,760 14 119,508 3 25,471 5 37,289 8 62,760 7,845

認知症政策研究 6 42,498 3 34,515 9 77,013 3 16,800 3 16,409 6 33,209 5,535

障害者政策総合研究 34 313,058 18 215,306 52 528,364 21 231,546 18 186,742 39 418,288 10,725

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究 18 106,291 15 292,332 33 398,623 8 71,200 15 195,376 23 266,576 11,590

エイズ対策政策研究 7 129,500 15 413,832 22 543,332 3 93,682 15 374,166 18 467,848 25,992

肝炎等克服政策研究 2 56,940 5 126,086 7 183,026 2 56,940 5 126,086 7 183,026 26,147

地域医療基盤開発推進研究 76 354,514 14 83,871 90 438,385 39 197,614 14 72,155 53 269,769 5,090

労働安全衛生総合研究 18 112,944 6 54,684 24 167,628 8 32,560 6 54,684 14 87,244 6,232

食品の安全確保推進研究 18 152,510 28 233,905 46 386,415 11 114,400 28 357,248 39 471,648 12,094

カネミ油症に関する研究 0 0 1 209,713 1 209,713 0 0 1 209,713 1 209,713 209,713

医薬品・医療機器等ﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ政策研究 8 39,370 20 154,729 28 194,099 6 23,900 20 154,729 26 178,629 6,870

化学物質リスク研究 18 202,797 18 316,426 36 519,223 6 50,731 18 316,426 24 367,157 15,298

健康安全・危機管理対策総合研究 17 114,111 11 196,782 28 310,893 11 89,278 11 182,741 22 272,019 12,365

合　　　　　　計 481 3,962,672 338 5,225,994 819 9,188,667 250 2,068,840 338 4,455,353 588 6,524,193 11,096

区　　　　　　　　　　　分

申請

全体 全体

採択

新規分 継続分 新規分 継続分

（参考資料） 
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参考表２．厚生労働科学研究の平成 28 年度終了課題の行政効果 
 

 
（注） 各集計数は、平成 28 年度に研究が終了した厚生労働科学研究の採択課題のうち、研究者に

よって「厚生労働科学研究成果データベース報告システム」に登録された件数を反映してい

る（平成 29 年 6月 15 日時点）。また、研究終了の直後であるため今後増える可能性が高い

こと、分野ごとに論文となる内容に大きな違いがあること、さらに研究事業によって研究班

の規模等に差異があること、なども考慮する必要がある。 

 

和文 英文等 和文 英文等 国内 国際 出願 取得
施策へ
の反映

普及啓発
活動

政策科学総合研究（政策科学推進研究） 8 13 53 57 5 36 25 0 0 1 15

政策科学総合研究（統計情報総合研究） 2 0 0 0 0 18 5 0 0 0 0

政策科学総合研究（臨床研究等ＩＣＴ基盤構築
研究）

3 12 95 19 17 65 10 0 0 2 8

地球規模保健課題解決推進のための行政施策に
関する研究

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

厚生労働科学特別研究 17 7 10 32 9 38 11 0 0 2 5

成育疾患克服等次世代育成基盤研究
（健やか次世代育成総合研究）

5 16 46 17 2 76 23 0 0 2 3

がん対策推進総合研究 16 130 231 168 161 504 174 2 0 4 161

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究 6 26 188 18 2 94 24 0 0 2 1

女性の健康の包括的支援政策研究 2 1 16 0 0 7 4 0 0 0 0

難治性疾患政策研究 48 428 3,514 1,648 453 3,267 1,013 20 2 73 196

免疫アレルギー疾患等政策研究
　免疫アレルギー疾患政策研究分野

3 28 95 36 1 22 3 0 0 2 3

免疫アレルギー疾患等政策研究
　移植医療基盤整備研究分野

3 11 61 14 0 84 6 1 0 2 124

慢性の痛み政策研究 - - - - - - - - - - -

長寿科学政策研究 - - - - - - - - - - -

認知症政策研究 2 0 2 3 2 7 3 0 0 0 1

障害者政策総合研究 3 24 14 12 0 48 13 0 0 1 0

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究 5 45 30 16 7 67 7 0 0 2 27

エイズ対策政策研究 5 9 90 57 3 282 32 0 0 2 128

肝炎等克服政策研究 5 4 87 26 2 72 20 0 0 4 46

地域医療基盤開発推進研究 15 32 51 8 1 42 3 0 0 3 7

労働安全衛生総合研究 1 0 0 0 1 3 2 0 0 0 0

食品の安全確保推進研究 7 11 44 2 4 86 16 0 2 1 1

カネミ油症に関する研究 - - - - - - - - - - -

医薬品・医療機器等ﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ政策研究 7 6 21 22 0 58 7 0 1 13 8

化学物質リスク研究 5 2 59 29 1 83 66 0 0 0 0

健康安全・危機管理対策総合研究 7 5 2 30 2 59 20 0 0 3 52

総計 176 810 4,709 2,214 673 5,018 1,487 23 5 119 787

研究事業 課題数

原著論文(件) その他論文(件) 学会発表(件) その他(件)特許(件)


